

























































COP15/COPMOP5（2009 年、コペンハーゲン）では COP の限界が露呈したものの、
COP17/COPMOP7（2011 年、ダーバン）には 2013 年以降の第二約束期間における京都議
































COP15/COPMOP5（2009 年、コペンハーゲン）で顕著に露呈した COP による法定立の限









































































議定書の採択に向けた過程であり、アメリカの ETS、加盟国イギリスの UKETS の成功及
びそれに続くデンマーク ETS の制度設計を土台に、第一次欧州気候変動プログラム(ECCP 
I)に基づき EUETS を核とする政策枠組みを形成するに至った。 
2013年以降の将来枠組みの国際交渉に先立ち、2008年には気候エネルギーパッケージが









や JI からのクレジットも取引する EUETS を中心とした先進的な取り組みを背景に、国際
的な市場メカニズムの改革や 2013年以降あるいは 2020年以降の新メカニズムの議論にも
貢献した。しかし、COP15（2009年、コペンハーゲン）で露呈した EU の国際指導力の低
下は、WTO 協定と明らかに整合しない EUETS の航空分野域外適用に顕著な EU の単独主
義と国際法の断片化を生みだした。 
2020年以降の新枠組み交渉に先立ち、2013年に 2030年に 1990年比で GHGを 40%削減
する新目標を提示し、指導力の回復を図っている段階にある。 















削減目標、および 1990-2010年に CO2を 20%削減するというイギリスの国内目標の達成目
標が設定され、気候変動税および気候変動協定が導入された。また、2002 年には EUETS








































最後に、上記の分析からは、イギリス法が EU 法を与え、EU 法が国際法に影響を与え、
国際法が日本法、途上国法制に影響を与えるという構図が見えてくるが、技術や資金が不
足する途上国における国内実施は今後の国際社会が抱える大きな課題である。 
 
